
提出が必要な資料の一覧は以下のとおり。なお、各補助メニューの申請における必要資料の詳細は、各事業シートを参照すること。

区分 資料名 提出を要する交付申請者 備考

各種事業者の許可証等
各事業のシートを参照し、各交付申請者が該当する書類を提

出ください。

許可取得時から社名等が変わっている場合は、会社沿革等で過去の社名との

関係がわかる資料を合わせて提出

各種事業者を構成員に含むことを証する資料（団体のメンバーリスト等） 各種事業者を構成員に含む団体 各団体のメンバーを表示したWebサイトの画面プリントアウトでも可

公益社団法人日本バス協会による貸切バス事業者安全性評価認定証の写し 貸切バス事業者
左記を証する書類、または(公財)日本バス協会 Web サイトの認定事業者一覧

の該当箇所にマーカーしたものでも可

通帳の写し、またはネットバンキングのコピー 全申請者（マイページ作成後、最初の交付申請時に提出）

反社誓約書 全申請者（マイページ作成後、最初の交付申請時に提出）
リース会社による申請の場合には、リース会社、及びリース会社から車両を

借用する者の両方の提出が必要

仕入れ税額控除を行うことができない旨の理由書
交付申請者が消費税の仕入れ税額控除を行わない事業者であ

る場合のみ、提出
様式集から作成・プリントアウト後、署名し、PDFで提出

生活交通確保維持改善計画若しくは生活交通改善事業計画 バリアフリー化設備等整備事業に申請する交付申請者

地域における受入環境整備促進事業補助金交付要綱に基づき策定される事業実施計画 交通サービス利便向上促進事業に申請する交付申請者

地域における受入環境整備促進事業費補助金交付要綱附則第９条第１項に基づき作成さ

れた観光二次交通高度化事業に係る観光二次交通高度化計画（国土交通大臣の認定を受

けたもの）

観光二次交通高度化事業に申請する交付申請者

上記の二次交通高度化計画の策定に対する、地方公共団体の同意書
地方公共団体以外で、観光二次交通高度化事業に申請する交

付申請者

※従業員に対する賃上げを計画する場合

賃上げを実施することの計画書

バリアフリー化設備等整備事業、交通ＤＸ・ＧＸによる経営

改善支援事業、交通サービス利便向上促進事業に申請する交

付申請者で、必要な場合

様式集から作成・プリントアウト後、署名し、PDFで提出

※従業員に対する賃上げを計画しない場合

以下のうちどちらかを提出

・道路運送法の規定に基づき、国土交通省に提出した旅客自動車運送事業等報告規則

（昭和39年運輸省令第21号）第2条に定める事業概況報告書及び一般旅客自動車運送事

業損益明細表の写し （令和5年度及び令和4年度）

・「一般乗合旅客自動車運送事業の要素別原価報告書について」（平成14年3月29日国

自旅第206号）に定めるところにより作成された要素別原価報告書 （令和5年度及び令

和4年度）

バリアフリー化設備等整備事業、交通ＤＸ・ＧＸによる経営

改善支援事業、交通サービス利便向上促進事業に申請する交

付申請者で、必要な場合

交付申請日において有効な運転者職場環境良好度認証制度認定証の写し

バリアフリー化設備等整備事業、交通ＤＸ・ＧＸによる経営

改善支援事業等、交通サービス利便向上促進事業に申請する

交付申請者で、必要な場合

申請要件上、認証が取得できない場合（例：運送事業事業許可取得後 3 年以

上経過していない場合等）には不要。取得できない理由を証する資料を提出

各交付決定条件を期日までに充足する旨の誓約書 交付決定条件を交付申請時において満たしていない事業者 様式集から作成・プリントアウト後、署名し、PDFで提出

ユニバーサルドライバー研修の受講者数調べ
バリアフリー化設備等整備事業のうち、B4, B5に申請する交

付申請者
様式集から作成し、PDFで提出

ＵＤタクシーに関する研修の実施を証する書面
バリアフリー化設備等整備事業のうち、B4, B5に申請する交

付申請者
様式集から作成し、PDFで提出

実施する事業の概要がわかる資料（事業内容説明）
事業概要について詳細説明を要する補助メニューを申請する

交付申請者（詳細は、各事業シートを参照）

以下の項目を記載した資料を提出すること（様式自由）。

・ 対象となる補助対象メニュー記号と項目名

・ 作成する物品名、計画する事業名

・ 目的、必要性

・ 実施場所

・ 対象者、人数

・ 投入要素、費用

・ 想定成果

・ スケジュール

実施する事業の概要がわかる資料（発注内容説明）
発注内容について詳細説明を要する補助メニューを申請する

交付申請者（詳細は、各事業シートを参照）

以下の項目がわかる仕様書、カタログ、スペックの詳細が示された書類、

ホームページ等の画面の印刷等のいずれかを提出。（複数の形式がある場合

等は、本申請対象のものの箇所をマーカー等で囲む等、明示すること）

・ 機材等の場合：製造者、型式、写真、性能表示、希望小売価格 など

実施する事業の概要がわかる資料（システム導入）
システム導入等に関する各補助メニューを申請する交付申請

者（詳細は、各事業シートを参照）

どのようなシステムかわかる仕様書を提出すること。以下の内容を記載し、

様式は自由。

・ 目的

・ システムの概要

・ システムの構成図

・ ハードウェア、ソフトウェアの仕様

実施する事業の概要がわかる資料（研修等）
研修等に関する各補助メニューを申請する交付申請者（詳細

は、各事業シートを参照）

以下の項目を記載した資料を提出すること（様式自由）。

・ 対象となる補助対象メニュー記号と項目名

・ 研修名・講習企画概要

・ 実施者

・ 対象者、受講者数

・ カリキュラム

・ スケジュール

・ 投入要素、費用

補助対象事業にかかる「2者以上の見積書」
詳細は交付決定の手引きを参照。様式集掲載の様式から取引先に作成を依頼

し提出しても可

補助対象事業にかかるリース見積書（※） 旅客運送事業者に車両を貸与する交付申請者（※）

リース会社が車両購入に対して補助金交付申請をする際には、車両が実際に

貸与されることを確認するため、リースの借手に対して発行した見積書を提

出すること

※交付申請時点で発注・契約等が実施済の場合

補助対象事業にかかる「注文書」または「契約書」

旅客自動車運送事業者の人材確保事業、交通サービス利便向

上促進事業に申請する交付申請者で、交付決定日前に着手し

た場合

業者選定理由書
1者しか見積書を取得できない場合、1者しか見積りを取得で

きない合理的な理由を記載して提出
様式集から作成し、PDFで提出

交付申請額計算ファイル
交付申請計算額ファイルに申請内容を入力、算定された数値をマイぺージ申

請画面に入力ください。また、入力されたファイルをExcelで提出くださ

交付申請事業者

の要件を確認す

る書類

全ての補助メ

ニュー申請で必

要な書類

各補助メニュー

等の申請に必要

な書類

交付決定条件、

または各補助メ

ニュー等の申請

に必要な書類

※ 旅客運送事業者に車両を貸与する交付申請者（リース会社）が申請する場合の留意事項

リース会社は、リースの借手の事業者と連携し、以下の資料をご用意いただき交付申請をお願いします。

【リース会社が取得する販売会社からの車両購入に関する見積書（2者以上）】

・リース会社においても、2社以上の販売会社等からの見積書（同一見積条件）を取得し、その中から最低価格を提示した販売会社の見積金額に基づいて交付申請を行ってください。

・2社以上の見積書を取っていない場合、または最低価格を提示した販売会社を選定してない場合は、その選定理由を明らかにした業者選定理由書を見積書と合わせて提出してください。

（なお、UDタクシー導入（補助メニューB4, B5）に関しては、1社分の見積書で申請が可能です。その際には、様式集の「B4, B5用の選定理由書」を合わせてご提出ください。）

【リースの借手に対して発行するリース見積書】

交付申請する車両が実際に事業に供されることの確認のため、交付申請車両に係るリースの借手（タクシー・バス等の旅客運送事業者）宛に、交付申請者が作成したリース契約の見積書を提出してください。

（交付決定前に着手が可能な事業で、契約締結済の場合にはリース契約書）

複数台の交付申請を行う場合には、交付申請を行う台数分の見積書が必要です。



〇 要提出

（1）バリアフリー化設備等整備事業 補助対象事業者

乗合バス関係 タクシー関係

必要書類

・一般乗合旅客自動車運送事業者

・一般乗合旅客自動車運送事業者を

構成員に含む団体

一般乗合旅客自動車運送事業者に車

両を貸与する者（リース会社）
バスターミナル事業者

・一般乗用旅客自動車運送事業者

・一般乗用旅客自動車運送事業者を

構成員に含む団体

一般乗用旅客自動車運送事業者に車

両を貸与する者（リース会社）

①
旅客自動車運送事業を営んでいることを証する書面（旅客自動車運送事業許

可証の写し等）
〇 〇*1 - 〇 〇*1

② 自動車ターミナル法に基づくバスターミナル事業の許可証等の写し - - 〇 - -

③
旅客自動車運送事業者を構成員に含むことを証する資料（団体のメンバーリ

スト等）
○*2 - - ○*2 -

④ 通帳の写し、またはネットバンキングのコピー 〇*4 〇*4*5 〇*4 〇*4 〇*4*5

⑤ 反社誓約書 〇*4 〇*4*5 〇*4 〇*4 〇*4*5

⑥
※交付申請者が消費税の仕入れ税額控除を行わない場合

仕入れ税額控除を行うことができない旨の理由書
〇*3 - - 〇*3 -

⑦

以下のうちどちらかを提出

・生活交通確保維持改善計画若しくは生活交通改善事業計画

・事業完了実績報告までに計画の策定が見込まれる旨の誓約書（PDFで提

出）

〇 〇*1 〇 〇 〇*1

⑧a
※従業員に対する賃上げを計画する場合

賃上げを実施することの計画書（PDFで提出）
〇 〇*1 〇 〇 〇*1

⑧b

※従業員に対する賃上げを計画しない場合

以下のうちどちらかを提出

・道路運送法の規定に基づき、国土交通省に提出した旅客自動車運送事業等

報告規則（昭和39年運輸省令第21号）第2条に定める事業概況報告書及び一

般旅客自動車運送事業損益明細表の写し （令和5年度及び令和4年度）

・「一般乗合旅客自動車運送事業の要素別原価報告書について」（平成14年

3月29日国自旅第206号）に定めるところにより作成された要素別原価報告

書 （令和5年度及び令和4年度）

〇 〇*1 〇 〇 〇*1

⑨

以下のうちどちらかを提出

・交付申請日において有効な運転者職場環境良好度認証制度認定証の写し

・期日までに認証を受ける旨の誓約書（PDFで提出）

〇*6 〇*1*6 〇*6 〇*6 〇*1*6

⑩

以下のうちどちらかを提出

・ユニバーサルドライバー研修の受講者数調べ（PDFで提出）

・事業完了実績報告までに充足する旨の誓約書（PDFで提出）

〇 〇*1 〇 〇 〇*1

⑪

以下のうちどちらかを提出

・ＵＤタクシーに関する研修の実施を証する書面（PDFで提出）

・事業完了実績報告までに充足する旨の誓約書（PDFで提出）

〇 〇*1 〇 〇 〇*1

B9を申請する場合 ⑫
バスターミナル移動円滑化、待合・乗継環境の向上、情報提供の事業内容の

概要がわかる資料
〇 - 〇 - -

B10を申請する場合 ⑬
タクシー乗り場移動円滑化、待合・乗継環境の向上、情報提供の事業内容の

概要がわかる資料
- - - 〇 -

⑭a

・補助対象事業にかかる「2者以上の見積書」

・1者しか見積書を取得できない場合には、当該「見積書」、及び1者しか見

積りを取得できない合理的な理由を記載した「業者選定理由書」（PDFで提

出）

〇 〇 〇 〇 〇

⑭b 補助対象事業にかかるリース見積書 - 〇*1 - - 〇*1

⑬ 交付申請額計算ファイル 〇 〇 〇 〇 〇

＊1…リース契約による借り手の資料を提出すること

＊2…各事業者を構成員に含む団体のみ提出すること

＊3…団体等で、消費税の仕入れ税額控除を行わず消費税を補助対象経費に含んで申告する交付申請者のみ提出が必要

＊4…マイページ作成後、最初の交付申請時に提出が必要

＊5…リース会社による申請の場合には、リース会社、及びリース契約による借り手の両方の提出が必要

＊6…申請要件上、認証が取得できない場合（例：運送事業事業許可取得後 3 年以上経過していない場合等）には不要。取得できない理由を証する資料を提出

(各事業の交付決定条件を確認する書類)

B4、B5を申請する

場合

(補助事業者の要件を確認する書類)

(各補助メニューの申

請に必要な書類)

全ての補助メニュー

申請で必要な書類



〇 要提出

（2）①交通ＤＸ・ＧＸによる経営改善支援事業

乗合バス関係 貸切バス関係 タクシー関係 公共ライドシェア関係 日本版ライドシェア関係

必要書類

・一般乗合旅客自動車運送

事業者

・一般乗合旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

バスターミナル事業者

・一般貸切旅客自動車運送

事業者

・一般貸切旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

・一般乗用旅客自動車運送

事業者

・一般乗用旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

自家用有償旅客運送者

（交通空白地有償運送

を行う者）

一般乗用旅客自動車運送事

業者（自家用車活用事業を

行う者）

①
旅客自動車運送事業を営んでいることを証する書面（旅客自動車運送事業

許可証の写し等）
〇 - 〇 〇 - 〇

② 自動車ターミナル法に基づくバスターミナル事業の許可証等の写し - 〇 - - - -

③ 公益社団法人日本バス協会による貸切バス事業者安全性評価認定証の写し - - 〇 - - -

④
自家用有償旅客運送を行っていることを証する書面（自家用有償旅客運送

者登録証の写し等）
- - - - 〇 -

⑤ 自家用車活用事業許可証の写し - - - - - 〇

⑥
旅客自動車運送事業者を構成員に含むことを証する資料（団体のメンバー

リスト等）
〇*2 - 〇*2 〇*2 - -

⑦ 通帳の写し、またはネットバンキングのコピー 〇*5 〇*5 〇*5 〇*5 〇*5 〇*5

⑧ 反社誓約書 〇*5 〇*5 〇*5 〇*5 〇*5 〇*5

⑨
※交付申請者が消費税の仕入れ税額控除を行わない場合

仕入れ税額控除を行うことができない旨の理由書
〇*1 - 〇*1 〇*1 〇*1 〇*1

⑩a
※従業員に対する賃上げを計画する場合

賃上げを実施することの計画書（PDFで提出）
〇*3 〇 〇*3 〇*3 - 〇

⑩b

※従業員に対する賃上げを計画しない場合

以下のうちどちらかを提出

・道路運送法の規定に基づき、国土交通省に提出した旅客自動車運送事業

等報告規則（昭和39年運輸省令第21号）第2条に定める事業概況報告書及び

一般旅客自動車運送事業損益明細表の写し （令和5年度及び令和4年度）

・「一般乗合旅客自動車運送事業の要素別原価報告書について」（平成14

年3月29日国自旅第206号）に定めるところにより作成された要素別原価報

告書 （令和5年度及び令和4年度）

〇*3 〇 〇*3 〇*3 - 〇

⑪

以下のうちどちらかを提出

・交付申請日において有効な運転者職場環境良好度認証制度認定証の写し

・期日までに認証を受ける旨の誓約書（PDFで提出）

〇*3*6 〇*6 〇*3*6 〇*3*6 - 〇*6

⑫

・補助対象事業にかかる「2者以上の見積書」

・1者しか見積書を取得できない場合には、当該「見積書」、及び1者しか

見積りを取得できない合理的な理由を記載した「業者選定理由書」（PDF

で提出）

〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑬ 交付申請額計算ファイル 〇 〇 〇 〇 〇 〇

D1～D14、D16～

D24、D29、D30、

D31を申請する場合

⑭ システム、または実施する事業の概要がわかる資料（システム仕様書等） 〇*4 〇*4 〇*4 〇*4 〇*4 〇*4

＊1…団体等で、消費税の仕入れ税額控除を行わず消費税を補助対象経費に含んで申告する交付申請者のみ提出が必要

＊2…各事業者を構成員に含む団体のみ提出すること

＊3…旅客運送事業者を構成員に含む団体は提出不要（D25～D28の申請をする場合は、要提出）

＊4…乗合バス、貸切バス事業者は、D22のメニューは申請不可。また乗合バス事業者以外はD20のメニューは申請不可。
＊5…マイページ作成後、最初の交付申請時に提出が必要

＊6…申請要件上、認証が取得できない場合（例：運送事業事業許可取得後 3 年以上経過していない場合等）には不要。取得できない理由を証する資料を提出

（2）②旅客自動車運送事業者の人材確保事業

乗合バス関係 貸切バス関係 タクシー関係 公共ライドシェア関係 日本版ライドシェア関係

必要書類

・一般乗合旅客自動車運送

事業者

・一般乗合旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

バスターミナル事業者

・一般貸切旅客自動車運送

事業者

・一般貸切旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

・一般乗用旅客自動車運送

事業者

・一般乗用旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

自家用有償旅客運送者

（交通空白地有償運送

を行う者）

一般乗用旅客自動車運送事

業者（自家用車活用事業を

行う者）

①
旅客自動車運送事業を営んでいることを証する書面（旅客自動車運送事業

許可証の写し等）
〇 - 〇 〇 - 〇

② 自動車ターミナル法に基づくバスターミナル事業の許可証等の写し - 〇 - - - -

③ 公益社団法人日本バス協会による貸切バス事業者安全性評価認定証の写し - - 〇 - - -

④
自家用有償旅客運送を行っていることを証する書面（自家用有償旅客運送

者登録証の写し等）
- - - - 〇 -

⑤ 自家用車活用事業許可証の写し - - - - - 〇

⑥ 構成員に含むことを証する資料（団体のメンバーリスト等） 〇*2 - 〇*2 〇*2 - -

⑦ 通帳の写し、またはネットバンキングのコピー 〇*6 〇*6 〇*6 〇*6 〇*6 〇*6

⑧ 反社誓約書 〇*6 〇*6 〇*6 〇*6 〇*6 〇*6

⑨
※交付申請者が消費税の仕入れ税額控除を行わない場合

仕入れ税額控除を行うことができない旨の理由書
〇*5 - 〇*5 〇*5 〇*5 〇*5

⑩

以下のうちどちらかを提出

・交付申請日において有効な運転者職場環境良好度認証制度認定証の写し

・期日までに認証を受ける旨の誓約書

〇*3*7 〇*7 〇*3*7 〇*3*7 〇*7 〇*7

⑪a

※交付申請時点で発注・契約等が実施済の場合

・補助対象事業にかかる「注文書」または「契約書」（令和６年12月17日

以降の注文日のものに限る）

・上記に係る発注・契約先を選定した際に取得した「相見積書」、または1

者しか見積書を取得していない場合には、選定理由を記載した「業者選定

理由書」

〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑪b

※交付申請時点で発注・契約等を行っていない場合

・補助対象事業にかかる「2者以上の見積書」

・1者しか見積書を取得できない場合には、当該「見積書」、及び1者しか

見積りを取得できない合理的な理由を記載した「業者選定理由書」

〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑪c
H1～H10を申請する場合、研修やイベントの内容がわかる資料（イベント

概要等）
〇*4 〇*4 〇*4 〇 〇*4 〇*4

⑫ 交付申請額計算ファイル 〇 〇 〇 〇 〇 〇

＊2…各事業者を構成員に含む団体のみ提出すること
＊3…旅客運送事業者を構成員に含む団体は提出不要

＊4…乗合バス、貸切バス事業者は、H5，H6、H7のメニューは申請不可。また公共ライドシェア、日本版ライドシェアは、H1, H2, H5～H7のメニューは申請不可。

＊5…団体等で、消費税の仕入れ税額控除を行わず消費税を補助対象経費に含んで申告する交付申請者のみ提出が必要

＊6…マイページ作成後、最初の交付申請時に提出が必要

＊7…申請要件上、認証が取得できない場合（例：運送事業事業許可取得後 3 年以上経過していない場合等）には不要。取得できない理由を証する資料を提出

全ての補助メニュー申請で必要な書類

(各補助メニューの

申請に必要な書類)

全ての補助メニュー

申請で必要な書類

補助対象事業者

(補助事業者の要件を確認する書類)

(補助事業者の要件を確認する書類)

補助対象事業者

(各事業の交付決定条件を確認する書類)

(各事業の交付決定条件を確認する書類)



〇 要提出

（３）交通サービス利便向上促進事業 補助対象事業者

乗合バス関係 貸切バス関係 タクシー関係 公共ライドシェア関係 レンタカー関係

必要書類

・一般乗合旅客自動車運送

事業者

・一般乗合旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

一般乗合旅客自動車運

送事業者に車両を貸与

する者（リース会社）

バスターミナル

事業者

・一般貸切旅客自動車運送

事業者

・一般貸切旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

一般貸切旅客自動車運

送事業者に車両を貸与

する者（リース会社）

・一般乗用旅客自動車運送

事業者

・一般乗用旅客自動車運送

事業者を構成員に含む団体

一般乗用旅客自動車運

送事業者に車両を貸与

する者（リース会社）

自家用有償旅客運送

者（交通空白地有償

運送を行う者）

・レンタカー事業者

・レンタカー事業者を

構成員に含む団体

①

以下のうちどちらかを提出

・旅客自動車運送事業を営んでいることを証する書面（旅客自動車運送事

業許可証の写し等）

・レンタカー事業を営んでいることを証する書面

〇 〇*1 - 〇 〇*1 〇 〇*1 - 〇

② 自動車ターミナル法に基づくバスターミナル事業の許可証等の写し - - 〇 - - - - - -

③ 公益社団法人日本バス協会による貸切バス事業者安全性評価認定証の写し - - - 〇 〇*1 - - - -

④
自家用有償旅客運送を行っていることを証する書面（自家用有償旅客運送

者登録証の写し等）
- - - - - - - 〇 -

⑤
旅客自動車運送事業者又はレンタカー事業者を構成員に含むことを証する

資料（団体のメンバーリスト等）
〇*2 - - 〇*2 - 〇*2 - - 〇*2

⑥ 通帳の写し、またはネットバンキングのコピー 〇*9 〇*9*10 〇*9 〇*9 〇*9*10 〇*9 〇*9*10 〇*9 〇*9

⑦ 反社誓約書 〇*9 〇*9*10 〇*9 〇*9 〇*9*10 〇*9 〇*9*10 〇*9 〇*9

⑧
※交付申請者が消費税の仕入れ税額控除を行わない場合
仕入れ税額控除を行うことができない旨の理由書

〇*8 - - 〇*8 - 〇*8 - 〇*8 〇*8

⑨

以下のうちどちらかを提出

・地域における受入環境整備促進事業補助金交付要綱に基づき策定される

事業実施計画

・事業完了実績報告までに計画の策定が見込まれる旨の誓約書（PDFで提

出）

〇 〇*1 〇 〇 〇*1 〇 〇*1 〇 〇

⑩a
※従業員に対する賃上げを計画する場合
賃上げを実施することの計画書（PDFで提出）

〇 〇*1 〇 - - 〇 〇*1 〇 〇

⑩b

※従業員に対する賃上げを計画しない場合
以下のうちどちらかを提出

・道路運送法の規定に基づき、国土交通省に提出した旅客自動車運送事業

等報告規則（昭和39年運輸省令第21号）第2条に定める事業概況報告書及

び一般旅客自動車運送事業損益明細表の写し （令和5年度及び令和4年度）

・「一般乗合旅客自動車運送事業の要素別原価報告書について」（平成14

年3月29日国自旅第206号）に定めるところにより作成された要素別原価報

告書 （令和5年度及び令和4年度）

〇 〇*1 〇 - - 〇 〇*1 〇 〇

⑪

以下のうちどちらかを提出

・交付申請日において有効な運転者職場環境良好度認証制度認定証の写し

・期日までに認証を受ける旨の誓約書（PDFで提出）

〇*11 〇*1*11 〇*11 - - 〇*11 〇*1*11 - -

I1～I12を申請する

場合
⑫

導入予定の車両、改造、合わせてシステムや機器を導入する場合にはシス

テム等の発注予定内容の概要がわかる資料（仕様書やカタログ等）
〇*3 〇*3 〇*3 〇*4 〇*4 〇*5 〇*5 〇*6 〇*7

I13を申請する場合 ⑫ 発注予定内容の概要がわかる資料（仕様書等） 〇 - 〇 〇 - 〇 - 〇 〇

I14 を申請する場合 ⑫ 研修の内容がわかる資料（研修概要等） 〇 - 〇 〇 - 〇 - 〇 〇

I15を申請する場合 ⑫ 導入するシステムの概要がわかる資料（システム仕様書等） 〇 - 〇 - - - - 〇 〇

I17、I18、I25を申

請する場合
⑫ 発注予定内容の概要がわかる資料（仕様書等） - - - - - - - - 〇

I19 を申請する場合 ⑫ 導入するシステムの概要がわかる資料（システム仕様書等） - - - - - - - - 〇

I20を申請する場合 ⑫ 発注予定内容の概要がわかる資料（仕様書やカタログ等） 〇 - 〇 〇 - 〇 - 〇 -

I16、I26、I27 を申

請する場合
⑫ 実施する事業の概要がわかる資料（事業計画資料等） 〇 - 〇 〇 - 〇 - 〇 〇

I28を申請する場合 ⑫ 発注予定内容の概要がわかる資料（仕様書等） 〇 〇*1 〇 〇 〇*1 - - - -

⑬a

※交付申請時点で発注・契約等が実施済の場合

・補助対象事業にかかる「注文書」または「契約書」（令和７年３月31日

以降の注文日のものに限る）

・上記に係る発注・契約先を選定した際に取得した「相見積書」、または

1者しか見積書を取得していない場合には、選定理由を記載した「業者選

定理由書」（PDFで提出）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑬b

※交付申請時点で発注・契約等を行っていない場合

・補助対象事業にかかる「2者以上の見積書」

・1者しか見積書を取得できない場合には、当該「見積書」、及び1者しか

見積りを取得できない合理的な理由を記載した「業者選定理由書」（PDF

で提出）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑬c
※交付申請時点で発注・契約等が実施済の場合

補助対象事業にかかるリース契約書（令和７年３月31日以降の契約日のも

のに限る）

- 〇*1 - - 〇*1 - 〇*1 - -

⑬d
※交付申請時点で発注・契約等を行っていない場合

補助対象事業にかかるリース見積書
- 〇*1 - - 〇*1 - 〇*1 - -

⑭ 交付申請額計算ファイル 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

＊1…リース契約による借り手の資料を提出すること
＊2…各事業者を構成員に含む団体のみ提出すること

＊3…乗合バス事業者は、I1、I9のメニューは申請不可

＊4…貸切バス事業者は、I2～I4、I9のメニューは申請不可

＊5…タクシー事業者は、I1～I8のメニューは申請不可

＊6…公共ライドシェア事業者は、I1～I9のメニューは申請不可

＊7…レンタカー事業者は、I1～I9のメニューは申請不可
＊8…団体等で、消費税の仕入れ税額控除を行わず消費税を補助対象経費に含んで申告する交付申請者のみ提出が必要

＊9…マイページ作成後、最初の交付申請時に提出が必要

＊10…リース会社による申請の場合には、リース会社、及びリース契約による借り手の両方の提出が必要

＊11…申請要件上、認証が取得できない場合（例：運送事業事業許可取得後 3 年以上経過していない場合等）には不要。取得できない理由を証する資料を提出

I21～I24を申請する

場合

(各事業の交付決定条件を確認する書類)

(補助事業者の要件を確認する書類)

全ての補助メニュー

申請で必要な書類

(各補助メニューの

申請に必要な書類)



〇 要提出

（４）地方ゲートウェイの刷新事業 補助対象事業者

乗合バス関係 貸切バス関係 タクシー関係
公共ライド

シェア関係

日本版ライド

シェア関係
レンタカー関係

必要書類

・一般乗合旅客自動

車運送事業者

・一般乗合旅客自動

車運送事業者を構成

員に含む団体

バスターミナル

事業者

・一般貸切旅客自動

車運送事業者

・一般貸切旅客自動

車運送事業者を構成

員に含む団体

・一般乗用旅客自動

車運送事業者

・一般乗用旅客自動

車運送事業者を構成

員に含む団体

タクシー業務適正化特別措置法による適正化事業実施機

関、鉄軌道事業者 、索道事業者、索道施設を所有する

者、本邦航空運送事業者 、航空旅客ターミナル施設を設

置し又は管理する者、空港の利用促進に取り組む地方公

共団体及び協議会、地方公共団体、地方公共団体及び民

間事業者等により構成される協議会

自家用有償旅客

運送者（交通空

白地有償運送を

行う者）

一般乗用旅客自

動車運送事業者

（自家用車活用

事業を行う者）

・レンタカー事業者

・レンタカー事業者を

構成員に含む団体

①

以下のうちどちらかを提出

・旅客自動車運送事業を営んでいることを証する書面（旅

客自動車運送事業許可証の写し等）

・レンタカー事業を営んでいることを証する書面

〇 - 〇 〇 〇 - 〇 〇

②
自動車ターミナル法に基づくバスターミナル事業の許可証

等の写し
- 〇 - - - - - -

③
公益社団法人日本バス協会による貸切バス事業者安全性評

価認定証の写し
- - 〇 - - - - -

④
自家用有償旅客運送を行っていることを証する書面（自家

用有償旅客運送者登録証の写し等）
- - - - - 〇 - -

⑤ 自家用車活用事業許可証の写し - - - - - 〇 -

⑥
旅客自動車運送事業者又はレンタカー事業者を構成員に含

むことを証する資料（団体のメンバーリスト等）
〇*1 - 〇*1 〇*1 〇*1 - - 〇*1

⑦ 通帳の写し、またはネットバンキングのコピー 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3

⑧ 反社誓約書 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3 〇*3

⑨
※交付申請者が消費税の仕入れ税額控除を行わない場合

仕入れ税額控除を行うことができない旨の理由書
〇*2 - 〇*2 〇*2 〇*2 〇*2 〇*2 〇*2

⑩

・補助対象事業にかかる「2者以上の見積書」

・1者しか見積書を取得できない場合には、当該「見積

書」、及び1者しか見積りを取得できない合理的な理由を記

載した「業者選定理由書」（PDFで提出）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⑪ 交付申請額計算ファイル 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

(各補助メ

ニューの申請

に必要な書

類)

G1～G5を申

請する場合
⑫

二次交通への円滑なアクセスに関する事業内容の概要がわ

かる資料
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

＊1…各事業者を構成員に含む団体のみ提出すること
＊2…団体等で、消費税の仕入れ税額控除を行わず消費税を補助対象経費に含んで申告する交付申請者のみ提出が必要

＊3…マイページ作成後、最初の交付申請時に提出が必要

(補助事業者の要件を確認す

る書類)

全ての補助メニュー申請で

必要な書類



〇 要提出

（５）観光二次交通高度化事業 補助対象事業者

公共ライドシェア関係 日本版ライドシェア関係

必要書類
自家用有償旅客運送者（交通空白

地有償運送を行う者）

自家用有償旅客運送を実施しよう

とする者（交通空白地有償運送を

行おうとする者に限る）

一般乗用旅客自動車運送事業者

（自家用車活用事業を行う者）

自家用車活用事業の実施を域内に

おいて進めようとする地方公共団

体

①
旅客自動車運送事業を営んでいることを証する書面（旅客自動車運送事業許

可証の写し等）
- - 〇 -

②
自家用有償旅客運送を行っていることを証する書面（自家用有償旅客運送者

登録証の写し等）
〇 - - -

③ 自家用車活用事業許可証の写し - - 〇 -

④ 通帳の写し、またはネットバンキングのコピー 〇*2 〇*2 〇*2 〇*2

⑤ 反社誓約書 〇*2 〇*2 〇*2 〇*2

⑥
※交付申請者が消費税の仕入れ税額控除を行わない場合

仕入れ税額控除を行うことができない旨の理由書
〇*1 〇*1 〇*1 〇*1

⑦

地域における受入環境整備促進事業費補助金交付要綱附則第９条第１項に基

づき作成された観光二次交通高度化事業に係る観光二次交通高度化計画（国

土交通大臣の認定を受けたもの）

〇 〇 〇 〇

⑧
地方公共団体以外の者による二次交通高度化計画の策定に対する、地方公共

団体の同意書
〇 〇 〇 -

⑨ 導入予定の公共ライドシェア、日本版ライドシェアの事業概要がわかる資料 〇 〇 〇 〇

⑩

・補助対象事業にかかる「2者以上の見積書」

・1者しか見積書を取得できない場合には、当該「見積書」、及び1者しか見

積りを取得できない合理的な理由を記載した「業者選定理由書」（PDFで提

出）

〇 〇 〇 〇

⑪ 交付申請額計算ファイル 〇 〇 〇 〇

R2 に申請する場合 ⑫ 導入するシステムの概要がわかる資料（仕様書等） 〇 〇 〇 〇

R3～R6 に申請する

場合
⑬

導入する装備、端末の機能等、実施する事業の概要がわかる資料（事業計画

資料等）
〇 〇 〇 〇

R7 に申請する場合 ⑭ ライドシェア導入時の募集内容がわかる資料（募集に関する資料等） 〇 〇 〇 〇

＊1…団体等で、消費税の仕入れ税額控除を行わず消費税を補助対象経費に含んで申告する交付申請者のみ提出が必要

＊2…マイページ作成後、最初の交付申請時に提出が必要

(補助事業者の要件を確認する書類)

(各補助メニューの申

請に必要な書類)

(各事業の交付決定条件を確認する書類)

全ての補助メニュー

申請で必要な書類


